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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第２四半期
連結累計期間

第109期
第２四半期
連結累計期間

第108期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 275,297 313,951 591,388

経常利益 （百万円） 14,515 30,879 42,313

四半期（当期）純利益 （百万円） 7,337 18,727 21,757

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 34,537 37,443 62,693

純資産額 （百万円） 352,087 402,858 364,411

総資産額 （百万円） 621,525 703,978 663,265

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 42.57 108.47 126.16

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.1 52.1 50.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 39,968 26,376 79,426

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △22,377 △16,960 △46,644

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △19,649 196 △26,823

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 66,135 88,223 78,598

 

回次
第108期

第２四半期
連結会計期間

第109期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成25年
７月１日

至平成25年
９月30日

自平成26年
７月１日

至平成26年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.46 65.10

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないために記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動がみられたものの、設

備投資や公共投資が堅調に推移する等、緩やかに回復を続けました。

 

自動車業界は、国内では消費税増税に伴う駆け込み需要の反動による生産台数の大幅な減少が懸念されておりま

したが、増税前の受注残への対応等により、減少幅は小幅にとどまりました。海外では自動車購入補助制度が終了

したタイで需要が減少したものの、中国および北米で需要は堅調に推移しました。

電子機器業界は、デジタルカメラの需要は減少したものの、スマートフォンの需要が増加し、ハードディスクド

ライブやタブレット端末等の需要も堅調に推移しました。

事務機業界は、プリンター・複写機ともに、欧米等海外市場で需要は好調に推移しました。

 

このような環境の中、当社のセグメント別の業績は以下のとおりです。

 

シール事業におきましては、自動車向けについては、タイで需要減少の影響があったものの、国内での自動車生

産が堅調であったこと、および中国・北米での需要が好調であったことから、販売は増加しました。一般産業機械

向けについても、国内外で需要が堅調に推移したことから、販売は増加しました。

その結果、売上高は1,463億１千５百万円（前年同期比4.6%の増収）となりました。新興国における人件費・経

費等の増加があったものの増収等により営業利益は157億２千５百万円（前年同期比21.2%の増益）となりました。

 

電子機器部品事業におきましては、デジタルカメラ向けの販売は低調でしたが、スマートフォン、ハードディス

クドライブ、タブレット端末、および車載向けの販売は増加しました。

その結果、売上高は1,470億３千９百万円（前年同期比26.9%の増収）となりました。スマートフォン向け新規品

投入による増収および歩留り改善等により営業利益は81億５千２百万円（前年同期は51億７千９百万円の営業損

失）となりました。

 

ロール事業におきましては、高耐久化による複写機向け補修部品等の受注減の影響もありましたが、カラー機を

中心に欧米等海外市場でプリンター・複写機向け製品の需要が増加したことにより販売は増加しました。

その結果、売上高は148億２千万円（前年同期比6.5%の増収）となりました。原価低減等により営業利益は12億

３千２百万円（前年同期比65.8%の増益）となりました。

 

特殊潤滑剤等のその他事業におきましては、売上高は57億７千５百万円（前年同期比3.8%の増収）となりまし

た。販売品目構成の良化により営業利益は４億３千万円（前年同期比28.9%の増益）となりました。

 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は3,139億５千１百万円（前年同期比

14.0%の増収）、営業利益は255億４千９百万円（前年同期比186.7%の増益）、経常利益は308億７千９百万円（前

年同期比112.7%の増益）、四半期純利益は187億２千７百万円（前年同期比155.2%の増益）となりました。

 

 

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）の残高は、前連結会計年度末に比べ

96億２千５百万円増加し、882億２千３百万円となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フ

ローの状況は以下のとおりです。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕
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営業活動の結果、得られた資金は、263億７千６百万円（前年同期比34.0％の減少）となりました。主に売上債

権とたな卸資産の増加により減少となりました。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動に関しましては、主に有形固定資産の取得により、169億６千万円（前年同期比24.2％の減少）支出い

たしました。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動に関しましては、主に国内で行った長期借入金の実行により、１億９千６百万円（前年同期は196億４

千９百万円の支出）の資金を得ました。

(3）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は39億７千４百万円（前年同期比10.1％の

増加）となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】
（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 173,138,537 同　左
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 173,138,537 同　左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 173,138,537 － 23,335 － 20,397
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

フロイデンベルグ・エス・エー

（常任代理人　鶴　正登）

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

Hoehnerweg 2-4 D-69469 Weinheim Germany

（東京都目黒区）

（東京都中央区月島４－16－13）

 

43,457

（24,904）

（3,681）

 

25.10

（14.38）

（2.13）

 

正和地所株式会社 東京都港区芝大門１－12－15 8,773 5.07

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１－13－１

（東京都中央区晴海１－８－12）
8,000 4.62

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 6,910 3.99

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 6,809 3.93

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区平河町２－７－９

（東京都港区浜松町２－11－３）
5,190 3.00

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 4,758 2.75

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 4,270 2.47

損害保険ジャパン日本興亜株式会

社
東京都新宿区西新宿１－２６－１ 3,571 2.06

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（三井住友信託銀行再

信託分・株式会社三井住友銀行退

職給付信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 3,000 1.73

計 ─ 94,740 54.72

 

（注）所有株式数及び所有株式数の割合における（　）内は、それぞれの常任代理人における内数を表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

　 普通株式

(相互保有株式)

　 普通株式

 

77,800

 

459,000

－ －

完全議決権株式（その他） 　 普通株式 172,570,100 1,725,701 －

単元未満株式 　 普通株式 31,637 － －

発行済株式総数 173,138,537 － －

総株主の議決権 － 1,725,701 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ＮＯＫ株式会社

東京都港区芝大門１

－12－15
77,800 － 77,800 0.04

(相互保有株式)

山形オイルシール株式会社

東京都港区浜松町２

－２－16
177,000 － 177,000 0.10

(相互保有株式)

昭和機器工業株式会社

埼玉県比企郡嵐山町

大字平澤110－１
100,000 － 100,000 0.06

(相互保有株式)

東伸運輸株式会社

愛知県安城市尾崎町

堤下11－１
62,000 － 62,000 0.04

(相互保有株式)

東輝産業株式会社

大阪府八尾市跡部北

の町１－３－17
60,000 － 60,000 0.03

(相互保有株式)

正和シール販売株式会社

東京都豊島区長崎１

－11－16
30,000 － 30,000 0.02

(相互保有株式)

和喜輸送株式会社

東京都品川区西中延

１－７－３
30,000 － 30,000 0.02

計 － 536,800 － 536,800 0.31

 

２【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人日本橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 78,633 88,283

受取手形及び売掛金 158,606 164,900

たな卸資産 ※１ 66,901 ※１ 73,389

その他 21,213 20,665

貸倒引当金 △570 △273

流動資産合計 324,784 346,965

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 78,715 82,761

機械装置及び運搬具（純額） 80,121 79,196

その他（純額） 41,295 44,003

有形固定資産合計 200,132 205,961

無形固定資産   

のれん 40 21

その他 2,515 2,541

無形固定資産合計 2,556 2,563

投資その他の資産   

投資有価証券 108,112 119,292

その他 27,930 29,429

貸倒引当金 △251 △233

投資その他の資産合計 135,791 148,488

固定資産合計 338,480 357,012

資産合計 663,265 703,978
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 67,653 73,952

短期借入金 83,887 65,773

未払法人税等 6,011 3,987

賞与引当金 8,227 10,428

事業構造改善引当金 1,760 1,382

リコール損失引当金 300 －

その他 50,077 46,214

流動負債合計 217,918 201,738

固定負債   

長期借入金 14,277 25,178

退職給付に係る負債 59,315 63,152

その他 7,342 11,049

固定負債合計 80,935 99,381

負債合計 298,853 301,120

純資産の部   

株主資本   

資本金 23,335 23,335

資本剰余金 22,450 22,450

利益剰余金 257,894 277,071

自己株式 △642 △499

株主資本合計 303,038 322,358

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 30,181 36,805

為替換算調整勘定 12,920 20,702

退職給付に係る調整累計額 △14,594 △13,369

その他の包括利益累計額合計 28,508 44,139

少数株主持分 32,864 36,360

純資産合計 364,411 402,858

負債純資産合計 663,265 703,978
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 275,297 313,951

売上原価 230,548 250,433

売上総利益 44,748 63,517

販売費及び一般管理費 ※ 35,837 ※ 37,968

営業利益 8,910 25,549

営業外収益   

受取配当金 599 847

持分法による投資利益 2,216 2,568

為替差益 3,100 1,723

その他 1,680 1,697

営業外収益合計 7,596 6,836

営業外費用   

支払利息 1,489 1,353

その他 501 153

営業外費用合計 1,991 1,506

経常利益 14,515 30,879

特別利益   

固定資産売却益 288 126

投資有価証券売却益 － 42

受取保険金 944 －

その他 67 19

特別利益合計 1,300 188

特別損失   

固定資産除却損 571 161

製品補償費用 － 815

その他 76 157

特別損失合計 648 1,134

税金等調整前四半期純利益 15,168 29,933

法人税等 7,037 9,027

少数株主損益調整前四半期純利益 8,130 20,905

少数株主利益 792 2,178

四半期純利益 7,337 18,727
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 8,130 20,905

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,480 6,545

為替換算調整勘定 16,209 8,167

退職給付に係る調整額 － 1,214

持分法適用会社に対する持分相当額 1,716 609

その他の包括利益合計 26,406 16,537

四半期包括利益 34,537 37,443

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 32,097 34,357

少数株主に係る四半期包括利益 2,440 3,085
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 15,168 29,933

減価償却費 17,992 15,219

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,156 1,980

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,188 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △482

受取利息及び受取配当金 △752 △1,052

支払利息 1,489 1,353

持分法による投資損益（△は益） △2,216 △2,568

受取保険金 △944 －

売上債権の増減額（△は増加） 32,680 △25,113

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,173 △11,364

仕入債務の増減額（△は減少） △19,099 27,381

その他 △4,427 5,467

小計 45,031 40,755

利息及び配当金の受取額 893 1,431

利息の支払額 △1,407 △1,315

保険金の受取額 944 －

リコール損失負担金の支払額 － △5,507

法人税等の支払額 △5,494 △8,987

営業活動によるキャッシュ・フロー 39,968 26,376

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △21,133 △17,885

その他 △1,244 924

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,377 △16,960

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,250 △4,457

長期借入れによる収入 2,674 17,729

長期借入金の返済による支出 △10,199 △10,804

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △414 △292

配当金の支払額 △1,724 △1,726

少数株主への配当金の支払額 △918 △396

その他 183 142

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,649 196

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,928 3,361

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 869 12,973

現金及び現金同等物の期首残高 65,266 78,598

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
－ △3,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 66,135 ※ 88,223
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

当第２四半期連結累計期間において、連結の範囲の重要な変更はありません。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

当第２四半期連結累計期間において、持分法適用の範囲の重要な変更はありません。

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

連結財務情報のより適正な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より、従来12月31日を決算日としており

ました海外連結子会社のうち、タイNOK Co.,Ltd.他９社につきましては、決算日を３月31日に変更し、メクテッ

クマニュファクチャリングCorp.珠海Ltd.他34社につきましては、連結決算日である３月31日に本決算に準じた仮

決算を行い連結する方法に変更しております。

これらの決算期変更に伴う3ヶ月間の損益は、利益剰余金の増減として調整しております。

 

（会計方針の変更等）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残

存期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が4,919百万円増加し、利益剰余金が3,467百

万円減少しております。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25

年12月25日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の期首より前に

締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用していた方法を継続するため、当実務対応報告の適用

による四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

従来、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法は主として定率法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間より定額法に変更しております。

この変更は、当社グループにおけるグローバル化の進展により海外事業の比重が高まっていることを契機とし

て、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の使用実態等を検討した結果、製造設備等における急激な経済的劣

化・陳腐化はみられず、かつ、今後も長期安定的な稼働が見込まれることから、耐用年数にわたり均等償却による

費用配分を行うことが有形固定資産の使用実態をより適切に反映できるため、減価償却方法を定額法に変更するこ

とが合理的であると判断したことによるものです。

これにより、従来と同じ方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は2,749百万円増加

し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ2,750百万円増加しております。

なお、この変更がセグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、一部の連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 68百万円 76百万円

 

２．※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

商品及び製品 26,268百万円 25,883百万円

仕掛品 24,885 30,487

原材料及び貯蔵品 15,747 17,017

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

給料及び手当 9,498百万円 10,057百万円

賞与引当金繰入額 2,103 2,128

退職給付費用 1,157 1,236

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 66,168百万円 88,283百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △32 △59

現金及び現金同等物 66,135 88,223
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,730 10.0  平成25年３月31日  平成25年６月27日 利益剰余金

 
（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月７日

取締役会
普通株式 1,730 10.0  平成25年９月30日  平成25年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,730 10.0  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 
（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月20日

取締役会
普通株式 2,595 15.0  平成26年９月30日  平成26年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位 ： 百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２） シール事業

電子機器
部品事業

ロール事業 その他事業

売上高        

外部顧客への売上高 139,923 115,898 13,910 5,564 275,297 － 275,297

セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,753 9 － 309 2,072 (2,072) －

計 141,677 115,908 13,910 5,873 277,370 (2,072) 275,297

セグメント利益又は損

失（△）
12,979 △5,179 742 334 8,876 34 8,910

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額　34百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位 ： 百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２） シール事業

電子機器
部品事業

ロール事業 その他事業

売上高        

外部顧客への売上高 146,315 147,039 14,820 5,775 313,951 － 313,951

セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,493 4 － 166 1,663 (1,663) －

計 147,809 147,043 14,820 5,941 315,615 (1,663) 313,951

セグメント利益 15,725 8,152 1,232 430 25,540 9 25,549

（注）１．セグメント利益の調整額　９百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

会計方針の変更等に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法は主として

定率法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益がそれ

ぞれ「シール事業」で2,258百万円、「電子機器部品事業」で416百万円、「ロール事業」で46百万円、

「その他事業」で29百万円増加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 42円57銭 108円47銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 7,337 18,727

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 7,337 18,727

普通株式の期中平均株式数（千株） 172,387 172,654

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成26年10月20日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………2,595百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月４日

（注）　平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月14日

ＮＯＫ株式会社

取締役会　御中

 

監　査　法　人　日　本　橋　事　務　所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　千葉　茂寛　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　矢島　賢一　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＯＫ株式会社

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＯＫ株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項

会計方針の変更等に記載されているとおり、従来、会社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法は主として

定率法によっていたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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